様式第１１号【ふくい次世代技術産業育成事業補助金】

年　　月　　日

福井県知事　　　　　　　　様

補助事業者　　住　所

氏　名　　　　　　　　　　　　　㊞

（法人にあっては所在地、名称および代表者の氏名）

（グループの場合は、グループを代表する法人等の所

在地、名称および代表者の氏名）
平成　　年度　ふくい次世代技術産業育成事業補助金補助金　に係る事業化状況報告書

平成　　年　　月　　日付け福井県指令　　第　　　号で補助金の交付決定を受けたふくい次世代技術産業育成事業補助金補助事業に関し、平成　　年度の事業化状況について、下記のとおり報告します。

記

１　補助金名　　　　　　　　　　　　　　　　　

２　平成　　年度　事業化状況

	研究開発題目

	補助金確定額（A）
	補助事業に係る

本年度の総収入額（H）
	補助事業に係る

本年度収益額（B）
	本年度までの補助事業に係る支出額（C）

	
	
	
	

	１　追加研究の状況

２　事業化の状況

３　今後の予定

４　補助事業により取得した財産の状況

５　補助事業者のその後の状況についても補助事業の成果とあわせて参考にさせていただきたいので、次の項目もご記入願います。（直近のもの：平成　　年　　月～平成　　年　　月）

	売上高
	経常利益
	当期利益
	法人県民税　および

法人事業税　納入額

	
	
	
	


（注）

１　別表４に基づく算出根拠を添付すること。

2　補助事業により取得した財産（補助対象取得物品）の状況（使用状況、保管管理場所等）に変更があった場合は、変更の内容を記載するとともに、変更後の取得財産管理等台帳（様式第７号の別紙４）を添付すること。

※報告をもとに聞き取り調査を行う場合がありますのでご協力ください。また、調査の結果は、補助事業の成果として公表されます。
別表３　財産処分の制限

	財産の種類
	財産処分制限期間
	財産処分により県に納付する金額の算定方式

	原材料

（原材料により製作されたものを含む。ただし、機械装置・工具器具となるものを除く。）
	補助事業が完了した日の属する県の会計年度の終了後５年間。
	「Ｅ＝（Ａ－Ｂ）×Ｄ／Ｃ」

Ａ：当該財産処分したことにより得た収入

ただし、目的外使用する場合の機械装置・工具器具については、「減価償却資産の耐用年数等に関する省令」（昭和40年大蔵省令第15号）に基づき減価償却した後の価格をもって処分したことにより得た収入とみなす。

Ｂ：補助事業の終了後に加えられた加工費、処分のための撤去費用等の費用

Ｃ：当該処分財産に係る補助事業に要した経費

Ｄ：Ｃに対する当該補助金の確定額

	機械装置、工具器具
	補助事業が完了した日の属する県の会計年度の終了後５年間。

ただし、「減価償却資産の耐用年数等に関する省令」（昭和40年大蔵省令第15号）に基づく耐用年数期間が５年以上のものは、その耐用年数期間。

（耐用年数期間が５年以上の機械装置等を購入した場合は、その耐用年数期間に応じ、関係書類を整備すること）
	

	外注加工

（外注加工により製作されたものを含む。ただし、機械装置・工具器具となるものを除く。）


	補助事業が完了した日の属する県の会計年度の終了後５年間。
	

	産業財産権等
	補助事業が完了した日の属する県の会計年度の終了後５年間。
	


別表４　事業化状況報告　算出方式

	項目
	算出方式

	補助金確定額（Ａ）
	当該補助事業で額の確定、交付を受けた補助金の額
	（Ａ）

	補助事業に係る本年度収益額（Ｂ）
	「Ｂ＝（Ｈ－Ｉ）×Ｊ」
	（Ｂ）

	
	Ｈ：当該補助事業の実施結果による本年度の総収入額
	（Ｈ）

	
	Ｉ：当該補助事業の実施結果による総収入額を得るのに要した額
	（Ｉ）

	
	Ｊ：総収入額（Ｈ）を得た製品等に係る当該補助事業の研究成果の利用率（％）
	（Ｊ）

	本年度までの補助事業に係る支出額（Ｃ）
	「Ｃ＝Ｋ＋Ｌ」
	（Ｃ）

	
	Ｋ：補助事業の実績報告書の決算総額
	（Ｋ）

	
	Ｌ：補助事業年度以降に要した追加研究の自己負担額
	（Ｌ）
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